
（海外出張報告：安田撮影）ライデン自然史博物館のアルコール液浸標本室

2005 .3 I N D E X N o . 6 6

巻 頭 言

2農業環境リスク管理と研究情報発信

研究トピックス
3トウモロコシ花粉飛散量の連続的自動計測

5日本産珪藻および藍藻を用いたOECD藻類生長阻害試験法の改良

7一粒の玄米中のカドミウムを測定する

海外出張報告
9オランダとイギリスにおける昆虫インベントリー整備状況の調査

所内トピックス
14残された遺産：農事試験場における肥料依頼分析の記録

16つくばテクノロジーショーケースの報告

17農業環境研究推進会議の開催

18一般公開のご案内



- 2 -

農業環境リスク管理と研究情報発信

上路 雅子企画調整部長

地球温暖防止を目指

した京都議定書が平成

年 月 日に発効17 2 16
し、温室効果ガスの排

出量削減に向けて積極

的な取組みが必要にな

ってきました。地球温

暖化は、土壌劣化や砂

漠化、病害虫の異常発生などを引き起こし、農

業にも大きく関係することが指摘されていま

す。農業生産地域の移動や縮小、作物の収量減

。 、や品質低下が予測されているのです そのため

このような地球環境変動が農業生態系や食料生

産に及ぼすリスクを評価し、リスク低減のため

の対策技術を開発することが緊要の課題になっ

ています。

国内では、環境中の化学物質の総合的リスク

管理が求められています。カドミウムや砒素な

どの有害物質による土壌・地下水汚染、それら

の農産物への移行、また、農薬の作物残留や生

態系への影響が懸念されており、食品の安全性

に関するリスクの評価・管理への取り組みが強

化される中で、行政部局を中心に「レギュラト

リー・サイエンス（政策のための科学 」の必）

要性が強調されています。

外来生物の侵入や遺伝子組換え作物の栽培に

よる農業生態系の撹乱も社会的に大きな関心事

になっています。どちらも、生物多様性条約と

関連し、リスク管理が必要な事項です。

このような状況の中で、農業環境技術研究所

は大きな使命を担っています。現在、農水省、

環境省、文科省などからの競争的資金による課

題など、多くのテーマで精力的に研究を実施し

ており、研究プロジェクト課題として 「地球、

温暖化 「自然共生 「有害化学物質 「バ」、 」、 」、

イオリサイクル 「組換え生物総合研究」な」、

どがあります。

農業環境の多種多様な問題に対して、国民や

行政部局に正確な判断を仰ぎ、適切なリスク管

理をしていくためには、研究機関は詳細な評価

試験・研究を実施するだけではなく、科学的知

見に基づいた結果を分かりやすく十分に説明し

ていくことが重要だと考えています。研究成果

を「どのような形で、いつ、どこに」発信する

のが効果的かを考慮して、情報発信に努めてい

きたいと思います。

当研究所の研究者は研究結果を正確に理路整

、 。然と考察し 学術雑誌に論文として発表します

こうして発表された成果は国内外の施策やさら

なる研究の推進に活用されており、例えば、温

室効果ガス発生量の実態調査の結果やその抑制

技術の成果は、 （気候変動に関する政府IPCC
間パネル）などの報告書に活かされ、広く地球

環境問題に貢献しています。

ところが、一方で、農業環境研究が地味で成

果が見えにくい、あるいは理解しにくいという

指摘を受けることも多く、このことを真摯に受

け止め、これを解決するための方策を考えてい

きたいと思います。当研究所では、現在、研究

成果情報、プロジェクトの成果などをホームペ

ージに掲載しています。詳細な試験結果から策

定した、イネとダイズの「カドミウム吸収抑制

のための対策技術」は当研究所や農水省のホー

ムページに掲載され、多くの方々に活用されて

おり、今後も、このような研究成果をホームペ

ージを使って公表・提供してまいります。

、 、さらに 一般の方々への研究情報の発信には

農環研ホームページ、農環研ニュースその他の

刊行物だけではなく、各種マスコミを活用する

のも有効です。一般読者に分かりやすいことば

で、内容を分かりやすく噛み砕いて、タイムリ

ーに公表する努力をしていきたいと思っていま

す。

巻 頭 言
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トウモロコシ花粉飛散量の連続的自動計測

川島 茂人地球環境部気象研究グループ大気保全ユニット

  

遺伝子組換え技術を用いて作られた作物の安全

性や環境への影響が懸念される中、害虫抵抗性ト

ウモロコシ花粉が標的外の昆虫を傷つけてしまう

可能性や、花粉の飛散による別品種との交雑等が

問題となっている。トウモロコシ群落から放出さ

れた花粉の周辺空間への飛散数は、群落からの距

離に従って指数関数的に減少するとされている。

しかしながら、どこまで飛散するかは、気象条件

や植物の開花状態等によって大きく左右される。

このような問題に適切に対応するためには、風媒

花作物の空中花粉の飛散動態を詳しく知る必要が

ある。飛散動態調査には、まず、問題となる作物

に適した空中花粉自動測定手法の開発が必要であ

る。そこで我々は、トウモロコシを対象として、

簡易かつ連続的に自動計測が可能な空中花粉の測

定装置（トウモロコシ花粉モニター）を開発した

（図 。1）

図1 トウモロコシ花粉モニターの外観

トウモロコシ花粉モニターの概要

図 に光学系のブロック図を示す。オートパ2a)
780nm 3mWワーコントロールされた波長 、出力

の半導体レーザーから出た光は、コリメートレン

ズ及びかまぼこ型のシリンドリカルレンズを通し

て、大気吸引ノズル部において厚さ約 のシ30µm
ート状のビームにする。そこにノズルから粒子が

入り込むと、粒径に応じた散乱光を生じ、その散

乱光を受光素子（ ）で検知する。この信PIN-PD
号は粒子がシート状の光を通過する時間だけ出力

  
整流管
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a) 光学系

b) 気流系

流量計

バルブ
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毎分 4.1

リットル

循環気流方式

するためにパルス状の信号となる。そのパルス幅

と前方及び側方散乱光量を検知することにより、

球形に近い粒子を検出できるように設計した。

図 に花粉モニターのエアーフロー系を示2b)
す。大気吸引口には垂直にロートを取り付け、風

向きに影響されないようになっている。吸引口は

、 、砂抜き容器に直結しており 砂は比重差で落下し

除去される。花粉を含んだ大気は光学系に入り、

半導体レーザー光に照射され、花粉などの粒子が

存在すると散乱により検知する。その後、大気は

フィルターを通り、花粉などの粒子を除去し、ポ

ンプ脈流を軽減する緩衝タンクを経てポンプに吸

引される。ポンプから排出された一部の大気は、

フィルターを通して光学系内に戻る。この気流は

花粉を含んだ吸引空気を包み込むようにして光学

系内を通過する（エアージャケット方式 。この）

方式は、光学系内の汚れを防ぐだけでなく、花粉

濃度の変化に対する応答性を改善する。測定流量

は、ポンプの大きさと光学系の特性等を考慮した

結果、毎分 （ 時間で ）とした。4.1 4 1mℓ 3

図2 トウモロコシ花粉モニターの光学系と気流系

循環気流方式

研 究 ト ピ ッ ク ス

koho
画像
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トウモロコシ花粉モニターの計測値

トウモロコシ花粉モニターで計測した花粉飛散

量を、花粉モニターに近接して設置したダーラム

型捕集器による花粉飛散数と比較した。ダーラム

法は、空中花粉の基準的測定法として広く用いら

れている手法であるが、顕微鏡での花粉計数に多

大の労力を要する等の問題点がある。図 に、ダ3
ーラム法による花粉飛散数と、花粉モニターによ

る花粉飛散量の関係を散布図で示す。花粉モニタ

ー（吸引口大）による飛散量とダーラム法による

飛散数の間の相関係数は 花粉モニター 吸0.949、 （

引口小）による飛散量とダーラム法による飛散数

の間の相関係数は となった。いずれの組み0.928

図3 ダーラム法による花粉飛散数と花粉モニターで

計測した花粉飛散量の関係

合わせでも、花粉モニターの飛散量は、ダーラム

法の飛散数と非常に高い相関が認められた。回帰

直線の寄与率から トウモロコシ花粉モニター 吸、 （

引口大）は、ダーラム法で測定した変動の ％89
を説明することがわかる。

花粉飛散量の経時変化

図 に、トウモロコシ花粉モニターで計測され4
た花粉飛散量の経時変化を示す。この図から、花

粉飛散量の多い日も少ない日も、飛散量の日内変

動がきわめて大きいことがわかる。日中に最大と

なり、夜間にほぼゼロとなること、ピークは鋭く

尖っており、滑らかな変化ではなく不連続で間欠

的であることなどがわかる。午前中にピークがあ

り、正午にはピークの半分以下に減少している。

日の出後の増加は急であるが、ピーク後から夜に

かけての減少は緩やかである。

本装置は、さらに高精度で空間的代表性の高い

値が得られるように改良する予定である。そのた

め、今後は、データの中に含まれている目的花粉

以外のミスカウントやノイズを詳しく分析し、検

出に用いるレーザー光源の波長や計数時の判別ア

ルゴリズムについて検討する計画である。また、

本装置で得られたデータをもとに、気象条件と植

物生育ステージ等から合理的かつ簡易に、トウモ

ロコシ花粉飛散量を予測できる手法を開発してい

く予定である。
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日本産珪藻および藍藻を用いたOECD藻類生長阻害試験法の改良

石原 悟化学環境部有機化学物質研究グループ農薬動態評価ユニット

はじめに

現在わが国では、農薬等化学物質の使用に当

たってのリスク評価において、水域生態系の一

次生産者である藻類に対する影響評価に単細胞

の 緑 藻 旧 名Pseudokirchneriella subcapitata (

（図 ①）が代表的試Selenastrum capricornutum) 1-

験生物種として定められている。また、この緑

藻 は 等における藻類生長P. subcapitata OECD

阻害試験法の推奨種の一つでもある。一方、農

薬等化学物質の使用に当たっての水生生物に対

するリスク評価において、より実環境を反映し

た試験および評価法の開発が検討課題となって

いる。日本の河川では珪藻および藍藻を中心と

した付着性藻類が一次生産の主役であり、緑藻

は日本にはほとんど分布していなP. subcapitata

いことなどの理由から、緑藻 を用P. subcapitata

いた試験結果のみで日本の水域生態系における

藻類に対する影響評価を進めることには疑問が

残る。そこで、 等の推奨試験法を基本にOECD

日本産珪藻および藍藻を用いて日本に適した精

度の高い評価手法を開発した。

OECD推奨試験法に適合する珪藻および藍藻

水系には様々な藻類が生息しているが、試験

生物に適した種類、すなわち、人工培地中で安

定して培養できる種類は限られている。培養の

容易さ、増殖力等を考慮し 推奨試験法OECD

に適合する珪藻および藍藻の探索を行ったとこ

(NIES-230 )ろ、藍藻の 株Merismopedia tenuissima

Achnanthes minutissima（図 ③）および珪藻の1-

株 （図 ④）が供試生物として有用(NIES-71 ) 1-

であることを確認した（表 。1）

水田除草剤の有害性評価

M.現行の推奨試験法に適合する藍藻の

および珪藻 と 試tenuissima A. minutissima OECD

P. subcapitata Chlorella験法推奨種である および

（図 ②）の計 種類の藻類を用い、vulgaris 1- 4

14現在日本で主に使用されている水田除草剤

種を被検物質として生長阻害試験を行った 図(

図1 試験生物種
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培養･試験培地 OECD培地･C培地など
(緑藻の飼育培地での培養が可能)

OECD培地･C培地など
(緑藻の飼育培地での培養が可能)

OECD培地･C培地など

(緑藻の飼育培地に珪酸ナトリウムを
加えることにより培養が可能)

OECD培地+珪酸ナトリウム
C培地+珪酸ナトリウム など

固形寒天培地
上での培養* ○ ○○

培養･試験条件
光度 約4000lux
温度 23±2℃

緑藻と同条件で可 緑藻と同条件で可

初期細胞濃度 約1×104cells/ml 約3×104cells/ml 約5×103cells/ml

72時間後
の細胞数

約100～150倍

（試験成立条件は対照区の細胞濃度
が3日以内に16倍以上に増加）

約1000～2000倍 約30倍
(C培地･4000lux･23℃･振とう培養)

(C培地･4000lux･23℃･振とう培養) (C培地+珪酸ナトリウム･

4000lux･23℃･振とう培養)

M. Tenuissima (藍藻) A. minutissima (珪藻)
P. subcapitata
C. vulgaris (緑藻) M. Tenuissima (藍藻) A. minutissima (珪藻)
P. subcapitata
C. vulgaris (緑藻)
P. subcapitata
C. vulgaris (緑藻)

(OECD推奨種)

*固形培地上で培養が可能な種類は、無菌状態での継代培養が容易である。

表1 藻類生長阻害試験における試験生物としての適合性

。 時間後の生存細胞数に基づく半数生長2) 72

阻害濃度（ 対照区に比べて細胞数が72hr-EC :50

半数になる暴露濃度）を指標にして、 種の14

水田除草剤の藻類に対する有害性を比較する

P.と 、 感 受 性 が 高 い と さ れ て い る 緑 藻

が必ずしも最も高い種でないことがsubcapitata

分かる。スルホニルウレア系除草剤（ベンスル

フロンメチル、イマゾスルフロン）およびトリ

（ 、 ）アジン系除草剤 シメトリン ジメタメトリン

M. tenuissima P.に対する藍藻 の感受性は緑藻

に比べ高く、また、除草剤キノクラsubcapitata

M. tenuissima A.ミンに対する藍藻 および珪藻

の感受性は緑藻 に比べminutissima P. subcapitata

て高い。すなわち緑藻 を代表的生P. subcapitata

物種とした試験法の場合、これらの除草剤に対

する他の藻類の高感受性が見落とされてしまう

危険性がある。

珪藻 と藍藻 はいずA. minutissima M. tenuissima

れも日本産であり、保存株化されているので入

手が容易である。また長期継代培養も容易であ

り、培養は単細胞緑藻の場合と同様に実施でき

P. subcapitataる。これらのことから現行の緑藻

を用いた試験法に加え、珪藻 おA. minutissima

よび藍藻 を追加生物種とすることM. tenuissima

により、藻類に対する有害性評価の信頼性を高

めることが可能となる。

  : EC50 がより大(>)であることを示す*: 水溶解度による暴露濃度の限界 
#: 暴露濃度の上限は 10000(μg/L) 

図2 14種水田除草剤に対する4種藻類の72hr-EC の50

比較

おわりに

現在、藻類に対する影響評価を含め、わが国

では農薬の生態系全般に対する影響を評価する

システムを確立することが重要な課題となって

いる。その検討に当たっては、欧米諸国の考え

方や採用されている方式を機械的にそのまま導

入するのではなく、気候条件、地形条件、生息

する生物の違い等、日本特有の生態系の成立条

件を十分踏まえた上で、日本に適した評価シス

テムを確立していく必要がある。

EC がより大(>)であることを示す50

(ppb)
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一粒の玄米中のカドミウムを測定する

馬場 浩司環境化学分析センター環境化学物質分析研究室

はじめに

現在、国際食品規格委員会において米のカド

ミウム濃度の基準値策定作業が進められてお

0.4ppm 9 10り 基準値案は とされている 平成、 。 、

年に非汚染地域を対象に行なわれた 点37,000

以上におよぶ玄米試料の全国実態調査におい

て、この を超える試料が約 に達す0.4ppm 0.2 %

ることから、今後も広範囲で、かつ継続的な調

査が求められている。しかしながら、現在一般

に用いられている分析法は玄米を強酸で分解し

溶液化するなどの前処理が必要なため、分析結

果を得るまでに長時間を要し多検体処理には向

いていない。そこで前処理を省略し、玄米粒の

ままの状態で含まれるカドミウムを分析する方

法を開発した。

分析原理

短波長のレーザー（ ）を玄米表面に照213nm

射すると、その微小領域に集中された高エネル

ギーにより玄米を構成する様々な元素が蒸発す

る。この元素をアルゴンガス気流と共に誘導結

合プラズマ質量分析装置（ ）へと導入ICP-MS

することにより、微小領域に含まれているカド

ミウムを検出することができる（図 。1）

図1 玄米の直接分析装置

一粒の玄米中のカドミウム分布

玄米を半分に切断し、その断面に の0.3mm

径のレーザーを照射しカドミウム分布を調べた

（図 、図 。胚乳におけるカドミウムは表層2 3）

より内部に多く、また胚芽部分には少ないこと

が明らかになった。このことから、玄米一粒を

用いてカドミウムを分析する際には、分析する

部位によって含まれるカドミウム量が異なるこ

とに注意しなければならない。

図2 玄米断面中のカドミウムの分布

（濃度の相対値）

図3 カドミウム分布測定後の玄米断面
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玄米一粒の直接分析

玄米表面のカドミウム濃度は平均に比べ半分

程度であったが、試料前処理を可能な限り省略

する目的のため、玄米一粒の分析ではレーザー

照射位置として表面中央を選択した。

レーザーによる直接分析で得られた カCd（111

ドミウムの同位体の一つ）のシグナル強度と従

来の溶液化 による分析から得られた定ICP-MS

量値との相関を図 に示した。レーザー照射部4

位の不均一性による試料蒸発量の変動及びそれ

に伴うシグナル強度変化を補正するために、

と同時に分析された （炭素の同位体のCd C111 13

一つ）のシグナルを内部標準として補正に利用

した。

図4 玄米一粒中の直接分析と溶液化ICP-MSによる

分析との比較

その結果、両値は優れた相関を示した。実際の

分析では、このような検量線を一度作成するこ

とにより、直接分析におけるピーク強度からカ

。 、ドミウム濃度を換算することができる ただし

未満の玄米については現段階では直接0.3ppm

分析が不可能であった。このレーザー照射によ

る玄米一粒の分析時間は約 分であり、極めて1

短時間に玄米中のカドミウム濃度を評価するこ

とができた。

今後の展開

今回の直接分析法に関しては 以上の0.3ppm

濃度の試料に対してのみ定量が可能であるが、

レーザー径が 程度の装置を利用すれば、1mm

基準値案の （ ）の検出限界に達す1/10 0.04ppm

ることが可能であると考えられる。また本実験

213nm 266nmでは のレーザー波長を用いたが、

のレーザー波長を用いると、レーザー出力が大

きいため感度上昇が期待できる。レーザー技術

は産業技術としての幅広い用途から目覚ましい

進歩を遂げつつあり、より高出力、高性能、廉

価になっていくことから、今後もレーザーを利

用した簡便・高感度な分析法を開発していく予

定である。
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オランダとイギリスにおける

昆虫インベントリー整備状況の調査

安田 耕司農業環境インベントリーセンター昆虫分類研究室

博物学の伝統が根付くヨーロッパでは生物のイ

ンベントリー（標本やその情報）はどのように管

2005 1理され、利用されているのだろうか。 年

月 日から約 週間、オランダとイギリスの主16 1
要な標本所蔵機関を微生物分類研究室の對馬室長

とともに訪問し、標本管理の現状やデータベース

化への取り組みについて調査してきた。

訪問先は合計 カ所、昆虫関連の標本館はオラ6
、 、ンダのワーゲニンゲン大学 アムステルダム大学

ライデン自然史博物館とロンドンにある自然史博

物館（右の写真）である。ワーゲニンゲン大学の

標本館は比較的小さいが、アムステルダム大学と

ライデン自然史博物館（表紙に関連写真）はオラ

ンダの昆虫標本館としては双璧であり、所蔵標本

数はそれぞれ 万と 万、またロンドンの自800 600
然史博物館は世界の博物館の中心的存在で、昆虫

および陸生節足動物だけで所蔵数は 万に及2800
ぶ。これらの標本館に共通して言えることは、標

本がよく整理されていることである。ほとんどの

標本は種、属、科あるいは目レベルで同定され、

分類群別に配列されている。特にライデンでは種

「 」レベルまで同定されている標本の割合が ％70
というのには驚いた。やはり何十年あるいは百年

以上にわたって継続的に標本の整理が行われてき

た賜であろう。ちなみに農環研の昆虫標本館にお

ける所蔵数 万のうち、種レベルまでの同定標120
本率はせいぜい ％である。10
標本の同定率が高いライデンでは、標本情報デ

ータベースの構築に向けた 年間のパイロットプ2
ロジェクトが始まったばかりであった。この点で

は農環研が先を行っている。ライデンのプロジェ

クトに参画している鳥類の標本室ではアルバイト

の女性が鳥の標本をデジタルカメラで撮影してい

た。標本本体とラベルを同時に撮影し、データベ

ースには、標本本体の写真の登録に加えて、ラベ

ルの内容を画像を見ながら後で入力するとのこ

と。標本情報をできるだけ簡単迅速にデジタル化

する工夫をしている。その女性によれば「仕事は

とても退屈！」とのこと。基盤情報の整備が地味

城郭のような威容を誇るロンドンの自然史博物館

で根気のいる仕事であることは、万国共通の悩み

である。

ロンドンでもデータベースの構築準備が 年計3
画で既に始まっていた。博物館所蔵品の管理用ソ

フトにデータを移行する準備作業を昆虫、植物、

鉱物などの部門ごとにそれぞれ半年で行うとのこ

と。私たちが説明を聞いている傍らで、 人の職1
員が古い標本管理カードの画像を見ながら黙々と

データを入力している光景が印象的であった。研

究者以外に何人もの職員が標本の管理やデータベ

ースの作成に携わっている。このような体制があ

ってはじめて膨大な標本の整理ができるのだと改

めて納得した。

標本データベースの構築は所蔵標本数が多けれ

ば多いほど困難である。そのため、大規模な博物

館では具体的な作業はほとんど進んでいないので

はないかと想像していた。ところが、今回の調査

によって、取り組み状況に差異はあるものの、デ

ータベース化に向けた動きが着実に進んでいるこ

とを実感した。農環研においても、標本データベ

ースの継続的な充実とともに、国際的な標本情報

ネットワークの構築を視野に入れなけれなならな

い。これらを推進する上で、ヨーロッパの主要な

博物館を訪問し、多くの標本管理者や研究者と繋

がりができたことは大変心強い。

海 外 出 張 報 告
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海 外 出 張

氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間 備 考

桑形 恒男 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響 農水省委託プロH17. 1. 4
の解明と予測手法の開発」のための観測装 ジェクト～ H17. 1.11
置の設置と研究打ち合わせ

石郷岡康史 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響 農水省委託プロH17. 1. 4
の解明と予測手法の開発」のための観測装 ジェクト～ H17. 1.11
置の設置と研究打ち合わせ

後藤 慎吉 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響 農水省委託プロH17. 1. 4
の解明と予測手法の開発」のための観測装 ジェクト～ H17. 1.11
置の設置と研究打ち合わせ

八木 一行 地球環境部 フィリピン ガイドライン第 回執筆者会合に出 研究推進費IPCC 6 H17. 1.10
H17. 1.14席 ～

安田 耕司 農業環境イン オランダ、イ ヨーロッパにおける生物を対象としたイン 研究推進費H17. 1.16
H17. 1.24ベントリーセ ギリス ベントリーシステムの開発に関する情報の ～

ンター 収集

對馬 誠也 農業環境イン オランダ、イ ヨーロッパにおける生物を対象としたイン 研究推進費H17. 1.16
H17. 1.24ベントリーセ ギリス ベントリーシステムの開発に関する情報の ～

ンター 収集

鳥谷 均 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響 農水省委託プロH17. 1.23
の解明と予測手法の開発」に関する研究打 ジェクト～ H17. 1.27
ち合わせとデータ収集

斎藤 雅典 化学環境部 タイ 「開発のための農業科学技術に係わる国際 研究推進費H17. 1.30
H17. 2. 4的アセスメント」に関する会合 ～

加藤 英孝 化学環境部 韓国 栄養塩類の移動過程と流失実態の解明に関 交付金プロジェH17. 2. 2
する研究打合せ クト～ H17. 2. 4

鈴木 克拓 化学環境部 韓国 栄養塩類の移動過程と流失実態の解明に関 交付金プロジェH17. 2. 2
する研究打合せ クト～ H17. 2. 4

藤原 英司 環境化学分析 モンゴル 土壌侵食観測装置設置 環境省委託プロH17. 2.14
センター ジェクト～ H17. 2.21

横沢 正幸 地球環境部 中国 気候変動に対する中国の農業環境および生 環境省委託プロH17. 2.17
産量の脆弱性評価に関する研究打ち合わせ ジェクト～ H17. 2.23

鳥谷 均 地球環境部 中国 メッシュ気象値の作成に関する相手国機関 要請出張H17. 2.19
H17. 2.23 JIRCASとの詳細な打合せ ～

陽 捷行 理事長 韓国 気候変動に関する日中韓シンポジウム出席 要請出張H17. 2.20
韓国農村振興庁～ H17. 2.24

八木 一行 地球環境部 韓国 気候変動に関する日中韓シンポジウム出席 要請出張H17. 2.20
韓国農村振興庁～ H17. 2.24

井上 吉雄 地球環境部 フランス、ス リモートセンシングと生態プロセスモデル 環境省委託プロH17. 2.20
ペイン の協働手法に関する調査研究 ジェクト～ H17. 3. 6

研 究 ・ 技 術 協 力
Ｈ１７ ３）（ .１ ～
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氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間 備 考

米村正一郎 地球環境部 韓国 「大気中の物質循環に及ぼす人間活動の影 要請出張H17. 3. 4
響の解明」に関する東アジア各国との測定 総合地球環境学～ H17. 3.13
法比較のためのモニタリング及びエアロゾ 研究所
ルサンプリング

新藤 純子 地球環境部 中国 遼寧省での水需給に関する調査・情報収集 要請出張H17. 3. 6
東京大学～ H17. 3.11

岡本 勝男 地球環境部 中国 水需給に関する資料の収集と情報交換、現 要請出張H17. 3. 6
況調査 東京大学～ H17. 3.11

杜 明遠 地球環境部 中国 風送ダスト発生の集中観測と観測装置の撤 要請出張H17. 3.16
収 理化学研究所～ H17. 3.31

米村正一郎 地球環境部 中国 風送ダスト発生の集中観測と観測装置の撤 要請出張H17. 3.16
収 理化学研究所～ H17. 3.31

三輪 哲久 地球環境部 カナダ 農業環境リスク指標策定に関する視察・研 研究推進費H17. 3.20
H17. 3.25究打合わせ ～

菅原 和夫 化学環境部 カナダ 農業環境リスク指標策定に関する視察・研 研究推進費H17. 3.20
H17. 3.25究打合わせ ～

川崎 晃 化学環境部 韓国 日韓共同研究におけるセミナーの実施、カ 交付金プロジェH17. 3.23
ドミウム汚染地の視察、および他の重金属 クト～ H17. 3.26
汚染（鉛、ヒ素等）に関する情報収集

前島 勇治 化学環境部 韓国 日韓共同研究におけるセミナーの実施、カ 交付金プロジェH17. 3.23
ドミウム汚染地の視察、および他の重金属 クト～ H17. 3.26
汚染（鉛、ヒ素等）に関する情報収集

石川 覚 化学環境部 韓国 日韓共同研究におけるセミナーの実施、カ 交付金プロジェH17. 3.23
ドミウム汚染地の視察、および他の重金属 クト～ H17. 3.26
汚染（鉛、ヒ素等）に関する情報収集

大黒 俊哉 ドイツ 流域圏における土地利用変化が植生動態及 研究推進費生物環境安全部 H17. 3.25
び水資源に及ぼす影響の解明 国外留学～ H17. 8.25

殷 煕洙 環境化学分析 韓国 試料採集及び研究打合せ 交付金プロジェH17. 3.26
センター クト～ H17. 3.29

技 術 講 習

氏 名 所 属 滞在する研究室 課 題 名 期 間

H17. 1. 6須永 薫子 国立科学博物館筑波実 土壌分類研究室 土壌一般理化学性分析
H17. 3.31験植物園 ～

Zahida Iqbal ( )TA H17. 2. 1株 ステビア 化学生態ユニット 天然生理活性物質の単離・構造解析
H17. 3.31～

( ) H17. 2. 7福山 美貴 株 ズコーシャ 化学生態ユニット アレロパシー物質に関する検定方法等
H17. 2.15～

RNA H17. 2.25斉藤 貴之 東京大学 微生物生態ユニット 土壌からの 抽出法
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その他の研究・研修

氏 名 所 属 種 類 滞在する研究室 課 題 名 期 間

Tao Wang H17. 1.18中国科学院蘭 外国人招へい 大気保全ユニット 「地表面条件と風送ダスト発生の関係
H17. 1.24州寒区旱区環 研究者 解明に関する研究」についての研究打 ～

境与行程研究 ち合わせ
所

Zhibao H17. 1.18中国科学院蘭 外国人招へい 大気保全ユニット ワークショップ「風送ダストの供給量
Shen H17. 1.30州寒区旱区環 研究者 評価と気候への影響に関する研究」に ～

境与行程研究 出席、意見交換
所

WanFu H17. 1.18中国敦煌研究 外国人招へい 大気保全ユニット ワークショップ「風送ダストの供給量
Wang H17. 1.30院保護研究所 研究者 評価と気候への影響に関する研究」に ～

出席

Peijiun Shi H17. 1.18中国北京師範 外国人招へい 大気保全ユニット ワークショップ「風送ダストの供給量
H17. 1.30大学 研究者 評価と気候への影響に関する研究」に ～

出席、意見交換

Yanbo Shen H17. 1.25中国科学院蘭 外国人招へい 大気保全ユニット ワークショップ「風送ダストの供給量
H17. 1.30州寒区旱区環 研究者 評価と気候への影響に関する研究」に ～

境与行程研究 出席
所

Yeon-Ki H17. 2.28韓国農業科学 外国人招へい 農薬動態評価ユニッ 日韓共同研究「農地で使用される農薬
Park H17. 3.18技術院 研究者 ト の挙動と水性生物に及ぼす影響」 ～

Jianying H17. 3.15中国上海交通 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Shen H17. 3.18大学 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Guo-lliang H17. 3.15中国上海食料 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Wu H17. 3.18穀物局長 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Bang Hea H17. 3.15韓国農業科学 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Son H17. 3.18技術院 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Suk Young H17. 3.15韓国農業科学 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Hong H17. 3.18技術院 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Kwang-Lai H17. 3.15韓国農業科学 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Park H17. 3.18技術院 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Tae-seon H17. 3.15韓国農業科学 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Park H17. 3.18技術院 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Min-su Han H17. 3.15韓国農業科学 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
H17. 3.18技術院 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席
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氏 名 所 属 種 類 滞在する研究室 課 題 名 期 間

Harmut H17. 3.15ドイツ バイ 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Glass H17. 3.18エルクロップ 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

サイエンス す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席

Kevin H17. 3.15アメリカ 環 外国人招へい 化学環境部 国際ワークショップ「水田から流出す
Costello H17. 3.18境保護庁 研究者 る化学資材が生物多様性の保全に及ぼ ～

す影響の評価 、日韓共同ブロジェク」
ト研究ジョイントミーティングに出席
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残された遺産：農事試験場における肥料依頼分析の記録

企画調整部 情報資料課

昨年秋、農業環境技術研究所の「土壌ファティ

リティ実験棟」内の一実験室で約 冊の帳簿と500
未整理の書類が見つかった。調査の結果、これら

は当研究所の前身の農事試験場（東京都北区西ヶ

原）時代に行われた肥料依頼分析の成績を控えた

帳簿であることが分かった。成績帳簿には二種類

があり、ひとつは一般からの、ほかは行政機関か

。 、らの依頼による分析成績の控えであった 前者は

明治 （ 年）年 月から昭和 年度末まで34 1901 3 29
の記録、後者は、明治 年 月から昭和 年度35 3 19
中頃までの記録である。古いものは今から 余100
年、新しいものでも 年余も前のものである。50
この間の依頼分析の件数はそれぞれ 万 千余7 4
件、 千 百余件を数えている。6 7
ここでは、取り扱い件数が圧倒的に多い一般か

らの依頼分析の記録を紹介する。成績帳簿は、縦

、横 で、左綴じ、左開き、黒い布貼り20cm 22cm
の背表紙、色・模様付の厚紙の表紙で装丁されて

、 。おり 冊に 件の分析成績が収められている1 100
26このような帳簿が当所に残された理由は 明治、

年に設置された農事試験場に定められた三つの仕

事の一つに「土質、種子、肥料等の分析等」があ

、 。り 一般からの依頼分析に応じてきたことによる

当時は、不正な肥料が横行し、これらから農業者

を守るためには、肥料を分析して結果を明示する

ほかはなく、分析技術の信頼性、公正性などの観

点から、農事試験場には関係者の大きな期待が寄

せられていた。実際のところ、依頼分析によって

製造・販売業者も農業者も肥料中の成分を数値と

して初めて把握できたのである。

成績帳簿には【番号 【供試品 【依頼者住】、 】、

所氏名 【生産地若くは製造地 【生産人若く】、 】、

は製造人 【価格 【定量あるいは定性分析を】、 】、

要する成分 【依頼期日 【許可期日 【手数】、 】、 】、

料 【手数料納付期日 【成績書納付期日 【分】、 】、 】、

成績帳簿(明治34年)の外観

成績帳簿の記載内容とミシン目で繋がる「證明書」の様式

所 内 ト ピ ッ ク ス
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析主任 【備考】の欄があり、必要事項が記入さ】、

れている。そして左開きのページの右側の縁には

ミシン目があり、そこに「農商務省農事試験場」

の割印がある。その右側は、ミシン目でつながっ

た依頼者宛の「證明書」になっている。左ページ

とほぼ同じ内容を記した「證明書」部分は、依頼

者に送付され、左半分の「控え」の束が帳簿とし

て残されたのである。

この「成績帳簿」と「農事試験成蹟 （農事試」

験場初期の成績書）とから依頼分析の件数の推移

をみると、明治 年の開始当初は年間 件程度27 50
、 、であったが ～ 年度は ～ 件に達し31 33 300 400

年には一挙に 件に急上昇している。明治34 1273
、 、 、35 37～ 年度は低下したが その後 再び増加し

同 年には 件までに増大した。明治 年41 1373 45
から昭和 年までの 年間の依頼件数は、年間7 21
平均 余件になり、昭和 年から昭和 年ま1500 8 16
では、 ～ 件のレベルに増加した。件数1900 2900

34 41の増大には明治 年の肥料取締法の施行、同

年の改正肥料取締法の施行、大正 年の依頼分析8
の本支場の一本化、昭和 年以降の肥料の生産と8

1取引の活発化 一方 件数の減少は日露戦争 第、 、 、

次世界大戦、大正 年の分析手数料の値上げ、11
関東大震災、昭和初期の生糸価格の暴落と肥料価

格の低下、日米戦争などがある。依頼分析ひとつ

とってみても、世の中の動きがよく見て取れる。

26成績帳簿に記載されている供試品を、明治

年から昭和 年までで類別すると、大豆油粕、10
糠、煙草灰などの植物質肥料が 種、鰊搾粕、63

100乾血、肉骨粉、蚕蛹〆粕などの動物質肥料が

種、石灰、長石、産地の異なる燐鉱石など鉱物質

肥料および同原料が 種、過燐酸石灰、硫安、48
加里塩など無機質肥料が 種、石灰窒素加里な22
どの配合肥料が 種、アンモフォスなどの化成肥2
料が 種など計 種にのぼっている。上記の類8 243
別に基づいて依頼分析件数の割合の推移を概観し

てみる。明治・大正時代は過燐酸石灰を除けば動

植物質肥料の分析依頼件数の割合が高い。大正末

期から昭和に入ると、合成硫安の輸入の増加の一

方で、窒素成分の競合する油粕類の輸入量の頭打

ちを反映して動植物質肥料の割合は明らかに低下

する。さらに、昭和 年以降、我が国のアンモニ8
ア合成工業の確立と燐鉱石の輸入量増大は、この

傾向を一層顕著にしていく。こうしてみると、販

売肥料では、大正末が有機質肥料から無機質肥料

への移行の分岐点であったといえよう。

依頼分析はどのような目的で利用されていたの

であろうか。供試品、分析内容（肥料成分、可溶

性成分、鉄及び礬土、水分 、依頼主（農業者、）

農会、製造・販売業者、製造業者、販売業者、商

社）などを参考に時間的に概観するとおおよそ次

のように整理できる。

）供試品の肥料としての価値、特性を判断する1
ため 主に依頼分析開始当初から明治の末頃ま(
で 、 ）製造・販売肥料の成分の保証あるいは確) 2

、）認 主に明治 年の改正肥料取締法施行以降( 41 ) 3
輸入した肥料および原材料が契約通りの物料であ

ることの確認 主に肥料、燐鉱石の輸入が多くな(
、ってきた明治末期から大正始めと大正末期以降)

）輸出、移入肥料の成分の公的証明のため 肥料4 (
の輸出、移入が活発化した昭和 、 年以降 。7 8 )
依頼分析の目的の ）～ ）のうち、 、 ）は1 4 1 2）

わが国の農業振興に貢献するものであり、 、3）
） 。4 は農業よりは工業・貿易部門への貢献である
後年、 、 ）のための依頼分析の割合が増えた3 4）

ことは、農業者を守るという依頼分析の当初のね

らいとは離れるものであった。しかし、依頼分析

が肥料製造業の発展や保証成分を満たす肥料の販

売にも貢献し、結果として農業者が肥料を容易に

入手でき、安心して使用できる道を開いたのであ

るから、依頼分析の制度は当初のもくろみを越え

て大きな貢献を果たしたといえよう。

依頼分析の制度が発足してから、東京の大手肥

料商とならんでこれを利用した地方の肥料商の一

人として、茨城県結城の廣江嘉平氏が成績帳簿に

たびたび登場する。氏は「肥料研究界」雑誌の肥

料人国記にも農事試験場をもっともよく利用した

人として紹介されている。廣江家は代々庄屋をつ

とめ、幕末に肥料商を営んで経営を拡大し、養蚕

78ha業、蚕種製造にも手を広げた。最盛期には

の土地を所有し、 余を自作地として耕種、25ha
養蚕、養牛 牛乳生産を含む の三部門の大規模経( )
営を実施した人でもある。肥料商として、依頼分

析が開始された当時は鰊、鰛の搾粕、米糠などの

伝統的な動植物質肥料を取り扱っていた。東京の

大手肥料商である鈴鹿商店が明治 年に初めて29
硫酸安母尼亜 トンを濠州から輸入して試験販売5
した際に、同氏がとくに協力して、苗代用肥料へ

の利用を広めたという。氏から明治 年 月に32 2
依頼のあった濠州産の硫酸安母尼亜、肉粕粉など
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の分析成績が農事試験成蹟第 報に残されてい15
る。明治 年には大豆粕粉末 、乾血、肉骨粉44 (3)
、鯨肉骨粉末、骨粉 、智利硝石、硫酸安母(3) (4)

尼亜、硫酸加里、沃度加里、魚粉の 件の分析17
依頼を行っている。この時期の加里肥料の依頼分

析は、ドイツから硫酸加里の輸入が始まって 年6
しか経っていない。このことは大変興味深いこと

である。硫酸安母尼亜を利用する場合は、大豆粕

利用の場合とは異なり、土壌に加里肥料を施用す

る必要のあることをおそらく気づいていたのでは

あるまいか。氏は、依頼分析の制度を利用して販

売肥料に関する知識を獲得するとともに、近代化

学工業の発展の成果である化学肥料の効用を、早

くから理解して経営を実践した人である。

このように当時の先端的な科学技術であった化

学分析は 「依頼分析」という制度を通して肥料、

に関する情報を農業者に与えるとともに、肥料の

製造業者、販売業者には肥料の品質の向上と成分

保証を知らせるうえで貢献を果たしてきた。この

35間、農事試験場は、依頼分析に対応して明治

年に 農芸化学公定分析法 を 大正 年には 肥「 」 、 「2
料分析法」を取りまとめて刊行した。その後も、

時代の変化と分析法の進歩に対応して「肥料分析

法」に手を加えてきた。昭和 年の肥料取締法25
の全面改正に際し 「肥料分析法」は、肥料の主、

成分および有害成分定量のための公定法となっ

た 「肥料分析法」は、主要業務としての依頼分。

析が終了した後も、農事試験場を継承した農業技

術研究所、農業環境技術研究所において 年ごと5
に改訂されてきたが、平成 年を最後にその役割4
を他の機関に譲っている。

農事試験場の主要業務としての依頼分析が終了

して 年余が経つ。しかし、依頼分析を通して50
培ってきた分析にかける情熱は、現在の農業環境

におけるハロゲン化合物、重金属、亜酸化窒素な

どの温室効果ガス、残留農薬やダイオキシン類、

降下核種などの微量および超微量分析の中に脈々

と受け継がれている。その歴史と技術は、農業環

境を保全し、次世代に健全な環境を継承しようと

する当所の研究に今なお生かされ続けている。

つくばテクノロジーショーケースの報告

企画調整部 研究企画科

4 1第 回つくばテクノロジーショーケースが、

月 日（月）にエポカルつくばにおいて開催さ31
れた。この展示会は、技術移転、事業化および市

、 、 、場開拓などのために つくば市周辺の大学 独法

民間企業などが一同に会して行われるものであ

る。つくばサイエンスアカデミーが主催し、農業

環境技術研究所も共催している。 件の展示発124
表があり、 人の来場者があった。752
農業環境技術研究所からは、以下の 課題につ5

いて成果のパネルや製品の展示、プレゼンテーシ

ョンが行われ、来場者から質問や共同研究の可能

性についての問合わせがあり、情報の交換ができ

た。

●農産物の産地判別研究の最先端－元素組成と

同位体比によるネギの産地国別・判別技術Sr
の開発－（化学環境部）

●無線通信による野生生物早期警戒および農地管

理システム（地球環境部）

●分布を拡大しているハイマダラメイガの雄成虫

を誘引する性誘因物質－昆虫の行動を利用した

防除法の開発－（生物環境安全部）

●植物由来の植物成長促進物質・阻害物質とその

農業利用（生物環境安全部）

PCR●有機リン殺虫剤抵抗性ワタアブラムシを

法で定性的に識別する技術（化学環境部）

展示会での説明



- 17 -

農業環境研究推進会議の開催

企画調整部 研究企画科

16 2 24平成 年度農業環境研究推進会議が、 月

日（木）に、農林水産省行政部局、独立行政法人

および都道府県の研究機関関係者の出席の下に開

。 、催された 農業環境研究の一層の推進を図るため

農業環境研究についての要望などを受けるととも

に意見交換を行った。

< >本会議

本会議は、所外の 名、所内の 名が出席し29 28
て開かれた。平成 年度の研究推進状況、行政16
部局からの要望への対応状況、平成 年度のプ17
ロジェクト・研究会の予定などを報告したあと、

農業環境研究に対する要望を聞いた。主な要望は

以下の通りであった。

●地球温暖化対策推進大綱の見直しに伴う目標達

成計画の策定のための情報提供、バイオマスの

利用促進のための研究の実施、循環型社会構築

のためのマテリアルフローの研究促進。

●カドミウムの潜在的汚染地帯のゾーニング、フ

ァイトレメディエーションなどの土壌浄化技術

の開発やデータの提供、外来生物の侵入状況調

査への協力。

●マイナー作物に対する農薬使用のためのグルー

、 、プ化の実現 肥料分析法改訂版の発行への協力

農業排水路の水質に係る課題の研究協力。

●他農業関係独立行政法人や都道府県の研究機関

と農業環境に係わる研究課題および研究成果の

情報交換。

< >研究推進部会

研究推進部会は、所外の 名、所内の 名が26 42
出席して開かれた 「次期中期計画の研究課題の。

取りまとめと研究展開の方向」と題し、部長・セ

ンター長がこれまでの成果と残された課題につい

て説明した後、 名の外部コメンテーターから以4
、 。下のコメントをいただき 活発な討論が行われた

●コメンテーター

古在 豊樹 千葉大学環境健康フィールド科学

センター長

堀 雅文 三菱総合研究所地球環境本部

シニアプロジェクトマネージャー

松永 和紀 科学ライター 前毎日新聞記者

永田 徹 前茨城大学教授

●成果等は大変分かりやすく説明された。物質収

支、地球環境変動の影響およびインベントリー

研究などの中核機関として総合的な評価は高

い。ただし、いろいろなデータベースを外部か

ら利用しやすいようにしてほしい。

●京都議定書における温室効果ガスの排出抑制に

ついては、農業者や畜産業者はその規模から対

象外となったが、排出量削減のための技術開発

は重要であり、成果が出れば現場への普及を心

がけてほしい。また、研究管理については、そ

の進捗状況の管理、コスト意識にもとづく経費

管理、事務処理の効率化などが必要である。

●いろいろな成果が出ているが、特許の数は少な

い。インベントリー研究は重要であるが、成果

。 、の評価には一工夫必要である 広報については

一般人にやさしく伝える努力をしてほしい。広

報官の設置なども考えられるのではないか。

●国民から見た研究所の存在意義を、国立環境研

究所との違いを明確にしながら浮き彫りにして

いくことが必要である。リスク評価・管理技術

の開発などの重点化項目については、次期中期

計画の策定過程を注目したい。

< >評価部会

評価部会は、所外の 名、所内の 名が出席22 28
して開催された。農業環境技術研究所から提出さ

れた 課題が主要成果として採択され、都道府32
県の研究機関から提出された 課題とともに農業3
環境研究成果情報第 集として公表される。21



一般公開のご案内

平成 年 月 日（水） 時～ 時 一般公開が次のとおり行われます。17 4 20 10 16

「次世代につなげよう 豊かな大地と環境」をテーマとして、研究成果の

パネル展示、土や昆虫・微生物の標本の展示及びセミナー「農業と環境を

支える土と水」を開催し、一般の方や児童・生徒にもわかりやすく研究成

果をご説明します。また、昆虫標本作製体験コーナーや野菜収穫体験コー

ナーを用意しておりますので、是非ご来場下さい、

◇主な内容◇

① 研究成果のパネル展示（正面玄関、２階大会議室）

② 昆虫展示・体験コーナー（１階図書館前ホール）

③ セミナー「農業と環境を支える土と水 （２階大会議室）」

11:00 11:45 14:00 14:45～ 、 ～

④ 土や昆虫などの標本（農業環境インベントリー展示館）

⑤ 野菜の収穫体験（圃場）

◇交 通◇

・つくばセンター

⇒路線バス 牛久駅行き

・ 常磐線牛久駅下車JR
⇒路線バス つくばセンター行、筑波大学病院行、谷田部車庫行

農業環境技術研究所前下車 徒歩３分

・東京駅八重洲南口

⇒常磐高速バス「筑波山行」にて

農林団地中央下車 徒歩 分10

一般公開の問い合せは、 （情報資料課）までお願いします。TEL 029-838-8191

お詫びと訂正

前号（ ）の 内容に一部誤りがありました。お詫びして訂正させていただきます。No.65

p.8 4 http://cse.niaes.affrc.go.jp/nakatany/inssys/typelst.htm左段 行目 誤：

http://www.niaes.affrc.go.jp/inventry/insect/inssys/typelst.htm正：

農環研ニュース 平成 年 月 日No.66 17 3 25
発行 農業環境技術研究所 〒 茨城県つくば市観音台 電話 （情報資料課広報係）305-8604 3-1-3 029-838-8197

http://www.niaes.affrc .go.jp /ホームページ
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